
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
      ２　職員数は、平成29年４月１日現在の人数です。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与が含まれており、職員数には当該職員を
　　　　　含んでいません。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を
　　　　 用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した
　　　　 地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
　　　　 （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出）

　　　３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

98.5 98.7平成２７年 99.1　（99.1）

平成２８年 99.9　（99.9） 98.6 99.1

平成２９年 99.2　（99.2） 98.5 99.1

平成３０年 99.2　（99.2） 98.5 99.1

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

職員手当等 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ給　 料

千円29年度 千円　　　　　千円人

6,2431,932,158 531,169524

Ｂ／Ａ

29年度 　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

18.279,278

人　 　　　　　千円

4,695,399

　　　　　　Ａ

299,113

住民基本台帳人口

（H30.1.1現在）

歳 出 額 （参考）人 件 費

17.5

一人当たり

給与費 B/A

千円

　　　　　　Ａ

区　　分 職員数

3,271,216807,889

名張市の給与・定員管理等について

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

千円

5,887

実 質 収 支

　　　　　　％　　　　　千円

26,779,139

28年度の人件費率

区　　分

　　　　　　Ｂ

人 件 費 率
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※平成30年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べて１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、
　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し　　【実施】

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日

（実施内容）　　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均２％の引下げを実施しました。
　　　　　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。
　　　　　　　　激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（減給保障）を実施しました。

②地域手当の見直し　　【支給率の改定なし】

（支給割合）　国基準３％に対し、名張市においても３％を支給しています。

③その他の見直し内容

　 平成２７年４月１日に、管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。

（５）特記事項

①特別職 期末手当（教育長は期末勤勉手当）において支給額から３０％の減額措置を実施

②一般職員 給料額において職員の級に基づき下記の減額措置を実施（医療職等除く）
地域手当、期末勤勉手当等（退職手当は除く）の支給においても減額措置後の給料額を基に算定を実施

７級職員　５％、　６級職員　４％、　５級職員　１％

③議員 議員報酬において支給額から約５％の減額措置を実施
（なお、期末手当算定時の報酬額には減額措置をしない）

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３０年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

平均給料月額
（国比較ベース）

名張市では、市の財政状況及び給与水準の適正化を踏まえ、下記の減額措置を実施しています。

平均年齢区　　分

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直
し等に取り組むとされています。

平均給与月額
平均給与月額

362,92742.9 326,993 400,444名張市

三重県 44.2 344,034 434,253 383,993

国 43.5 329,845 ― 410,940

類似団体 41.8 314,538 384,959 350,701
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②技能労務職

参考

A/B

歳 人 円 円 円 －

うち給食調理員 歳 人 円 円 円 歳 円 1.42

うちその他 歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

歳 人 円 円 －

歳 人 円 円 円 －

円 円

うち給食調理員 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２７年～２９年の３ヶ年平均）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては
　前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

③教育職（幼稚園教論）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　①から③における「平均給料月額」とは、平成30年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　①から③における「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 
　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、①と②における「平均給与月額（国比較ベース）」は、国家公務員の平均給与月額に時間外勤務手当、特殊

　　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

      ３　①から③における※欄は、職員数が少ないため、個人情報の観点から記載を省略しています。　　　　　 

（2) 職員の初任給の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円 円 円

※ 円 ※ 円 円 ※ 円

※ 円 ※ 円 ※ 円 ※ 円

（注）　※欄の数値は該当者なしまたは少数のため理論値です。

区　　分 平均年齢

職員数

398,818256,350

363,993

平均給料月額

平均給与月額

337,410 386,660

357,998

平均給与月額

平均給与月額
（国ベース)

357,816

技能労務職

区　　　　　分

高　校　卒

名張市

平均年齢

公　務　員

306,700

279,600

高　校　卒

高　校　卒

区　　　　分

技能労務職

355,750

380,808

222,300

類似団体 51.2

－ －

5,791,981 3,446,300

337,986

343,610

51.7

一般行政職

52.4

36.9

名張市

名張市

※

352,011

214,900

経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年

20

平均給料月額

315,500

一般行政職

2,553

区　　分
参　　考

公務員（C） 民間（D） C／D

名張市 －

三重県 53.9 21 382,943 444,388 407,631 － - -

国 50.7 286,817 － 328,637 － - -

29 306,797 340,474 323,066 － - -

民　　間

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ)

－ － －

調理士 43.1 256,300

－ - -

21

1 ※※

区　　分

1.68

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり､年齢､業務内容､雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

三重県 42.7 366,316 419,760

類似団体 38.1 283,668 319,732

三重県 国

189,200 179,200

154,900 147,100

154,900 －

44.3

147,100

高　校　卒 147,100

大　学　卒 179,200

380,853

346,300

大　学　卒 357,700

経験年数３０年
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３０年４月１日現在）

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

級 人 ％

（注）１　名張市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
      ３　給料月額は、現在、実施中の独自削減は考慮せず、名張市の給与条例に基づく給料表の金額です。

（2)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成３０年４月１日現在）

288,000円

標準的な職務内容

5

部長

2

25

6

8.2

主幹

56室長

7

17.7

16.751

303,800円

区　　分

349,600円228,900円

262,000円 380,600円54主査

28

職員数

4

9.5

1 室員 142,600円

192,700円

247,100円

１号級の
給料月額

最高号級の
給料月額

20.3 392,600円62

18.4

362,300円

29

構成比

9.2

室員

主任

409,800円318,500円

444,500円

3

１級 9.2% １級 10.8% １級 7.3%

２級 9.5% ２級 8.6%

２級 4.5%

３級 16.7% ３級 16.4%
３級 21.9%

４級 17.7% ４級 16.8% ４級 23.7%

５級 20.3% ５級 19.7% ５級 5.5%

６級 18.4% ６級 19.1%
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（3) 昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　・役職加算　　　　5～15% 　　　・役職加算　　　　5～20% 　　　・役職加算　　　　5～20%

　　　・管理職加算　 15～25% 　　　・管理職加算　 10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　標準の区分のみ（一律）

三重県 国

１人当たり平均支給額（29年度）

1,646

2.60

　上位、標準、下位の区分

　上位、標準の区分

○

　標準の成績率のみ（一律） ○

平成30年4月2日から平成31年４月１日
までにおける運用

一般職員

○

ロ　人事評価を活用していない

イ　人事評価を活用している

管理職員

　標準、下位の区分 ○

1,560

0.85

2.60

イ　人事評価を活用している

1.45

　上位、標準の成績率

名張市

○

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

活用している昇給区分

1.715 2.60 1.80  月分

　活用予定時期

1.45 0.85 1.45 0.85

1.80

１人当たり平均支給額（29年度）

活用している成績率
支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

○

管理職員 一般職員

　上位、標準、下位の成績率

平成30年度中における運用

―

　標準、下位の成績率

○

平成31年度

ロ　人事評価を活用していない ○

　活用予定時期 平成31年度
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（2) 退職手当（平成３０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算） 定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　対象者は、全職種です。

(3) 地域手当（平成３０年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

自己都合

19.6695

28.0395

39.7575

47.709

勧奨・定年

１　行旅死亡人の収容に従事したとき。

66

東京都特別区

１　正規の勤務時間外に緊急勤務命令を受けて道路
  等の公共施設の補修、復旧等の業務に従事したと
  き。（災害応急作業等手当が支給される場合を除
  く。）

１　応急診療所で深夜に看護業務に従事したとき。

千円

国

24.586875

33.27075

47.709

47.709

1,549

名張市

自己都合 勧奨・定年

19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709

災害応急作業等手
当

手当の名称種別

1

9,802

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度）

支給実績（平成29年度決算）

220

用地交渉等手当

30,727

防疫手当

福祉業務手当

4（10）

２　前項のときに、庁外で業務に従事したとき。

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 円

69,201

121,619

名張市

支給対象職員数

日額　5,000円
（医療職及び消防職に
は適用しない。）

3

支給実績（平成29年度決算）

49.5

勤務内容

手当の種類（手当数）

日額　500円
（医療職及び消防職に
は適用しない。）

日額　500円
（前項の額に加算す
る。）

１　用地交渉、滞納整理、強制執行、汚物処理及び
  社会福祉の現業の業務で、同種の通常の業務と比
  較して困難かつ身体的に著しい危害が及び、又は
  精神的な著しい苦痛が伴うと想定される業務に従
  事したと所属長が認めたとき。

１　正規の勤務時間外に災害対策本部等の緊急の危
  機管理体制下で業務に従事したとき。

日額　500円
（医療職及び消防職に
は適用しない。）

１　感染症の疑いのある患者の救護又は感染菌の付
  着した物件若しくは付着の疑いのある物件の処理
　及び患者等の防疫に従事したとき。

津市

1回　500円
（詳細が記録されてい
ること。）

日額　500円
（医療職及び消防職に
は適用しない。）

日額　800円応急診療業務

20

支給対象地域

支給単価

3 552

防疫等作業手当

死体処理手当

国の制度（支給率）

道路上作業手当

47.709

24,444

特別勤務手当

- 6 -



(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

　  　　総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

（6) その他の手当（平成３０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

職員１人当たり平均支給年額(平成28年度決算）

平均支給年額
（29年度決算）

61,329千円

千円

7,482同

宿日直手当

単身赴任手当

１　消防吏員が正規の勤務時間に深夜勤務に従事し
  たとき。

消防手当

274,103

0

イ交通用具（自動車・バイクなど）利用者

支給職員

同

管理又は監督の職にある職員が臨時又は緊急の必要性
等を有する業務のため、
　・週休日又は休日に勤務 6,000円～8,500円支給
　・平日深夜0時～5時まで勤務 3,000円～4,300円支給

管理職員特別勤
務手当

同

同

管理又は監督の職にある職員に月額36,000円～60,000
円を支給

23,798

千円

住居手当

通勤手当

支給実績(平成29年度決算） 151,534

64,618

1回　400円

出動手当

夜間特殊業務手当 日額　300円

（29年度決算）

１　火災、救急及び救助等の現場に出勤し、消火、
  救急及び救助等の活動に従事したとき。ただし、
  救急救命士の資格を有する者が、救急活動に従事
  したとき及び中型・大型車の操作運転業務（機関
　員）に従事したときは100円を加算する。

２　勤務時間外に火災等の発生により緊急勤務命令
  を受けて勤務につき、業務に従事したとき。

10,000円
234,125同

6,500円

夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から午前5時まで勤務し
た職員に支給（勤務1時間あたりの給与額×25/100×時
間数）

139,408支給実績(平成28年度決算）

扶養手当

との

配偶者

職員１人当たり平均支給年額(平成29年度決算） 360

国の

内容及び支給単価

上記以外の扶養親族

同

同

322

異なる内容
支給実績

千円

　　片道2km以上の場合2,000円～31,600円
　　　（13区分）

ア交通機関（電車・バスなど）利用者

子

満16歳以上22歳までの子については5,000円加算

6,500円

国の制度と制度

国は月額
46,300円～
139,300円を支
給

1,104

177,813

9,269

千円

61,346

千円

69,978異

20,558

円

１人当たり

1回　500円

異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配偶者と
別居して単身で生活する職員に月額30,000円（距離に
応じて加算措置あり）を支給

宿日直勤務を命じられた職員に支給 0

千円

104,141千円

管理職手当

手　当　名

49,890

異同

円

借家・借間を借り受け、月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給（限度額　27,000円）

　　６か月定期券などの実額
　　　（支給限度額1月あたり　55,000円）

368,000千円同

休日勤務手当

534,183

休日等において正規の勤務時間中に勤務した職員に支
給（勤務1時間あたりの給与額×135/100×時間数）

支給単価勤務内容種別 手当の名称
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５　特別職の報酬等の状況（平成３０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分 （教育長は期末勤勉手当として4.40月分）

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料の月額×500/100×在職年数 任期ごと（4年）

給料の月額×280/100×在職年数 任期ごと（4年）

給料の月額×200/100×在職年数 任期ごと（3年）

(注）１　議長、副議長及び議員の報酬は、本市の厳しい財政状況に鑑み、平成28年４月から平成30年８月までの間、
　　　　 約５％の減額措置を実施しています。なお、各議員の報酬額は、減額措置実施後の額です。
　　　　 （ただし、期末手当算定時の報酬額には減額措置をしない。）
(注）２　市長、副市長及び教育長の期末手当（教育長は期末勤勉手当）は、本市の厳しい財政状況に鑑み一層の
　　　　 歳出の削減を図るため、当面の間、支給することとされる額から100分の30を乗じて得た額を減じる減額
　　　　 措置を実施しています。
(注）３　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期勤めた場合における
　　　　 退職手当の見込額です。

退
職
手
当

市 長

議 長

副 市 長
期
末
手
当

区 分

議 員

議 長

553,000

副 市 長

議 員

副 市 長

備　　　　考

副 議 長

437,000

　　（平成３０年度支給割合）

629,000 350,000

578,000

市 長

教 育 長

副 議 長 3.60

給
料

報
酬

教 育 長 3,468,000

教 育 長

870,000 578,000

476,000

3.50

　　（平成３０年度支給割合）

575,000 300,000

530,000 280,000

690,000

18,000,000

7,728,000

649,800

（参考）類似団体における最高／最低額給 料 月 額 等

900,000市 長 1,053,000
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人 人 人

人 人 人

人 人 人 人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人 人

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は、地方公共団体定員管理調査をもとに算出しています。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（2)年齢別職員構成の状況（平成３０年４月１日現在）

0

衛生 30

事務の合理化

商工 6

民生 108 108

56.10

教育部門 78 77 -1 事務の合理化

消防部門 116 116 0

31 1 衛生業務スタッフの充実

小　計

＜参考＞

524 524 0 66.10

73.69

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病院

49

　　　　　　　　区　　分
　部　　門

職　　員　　数 対前年
増減数

0

計

＜参考＞

330 331 1 41.75

主な増減理由
平成29年 平成30年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 6 6 0

総務 92 94 2 防災業務スタッフの充実

税務 22 21 -1 事務の合理化

農林水産 17 16 -1

6 0

土木 49

270 271 1 看護業務スタッフの充実

水道 19 21 2 水道業務スタッフの充実

下水道 14 13 -1 事務の合理化

その他 23 26 3 国保業務の充実

小　計 326 331 5

合　　計 850 855 5 ＜参考＞

[   1,051人  ］ [   1,051人  ］ [   0人   ］ 107.85

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

73 78 112 128 89 87 74 7 855
職員数

5 53 76 73

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

平成30年度

平成25年度

％
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（３)職員数の推移

（単位：人・％）

７　公営企業職員の状況

(1) 病院事業

①　職員給与費の状況

職員給与費 　（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費0千円を含まない。

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
      ２　職員数は、平成30年３月31日現在の人数です。

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成３０年４月１日現在）

医師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

看護師

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

　　　　　千円

39.72,204,514

純損益又は実

Ａ  

1,603,394

36.0

給　 料

29年度 　　　　千円 千円　

区　　分

536,545

772,967 2,204,514

平均年齢 基本給 平均月収額

270

356,510

区　　分

　質収支

期末・勤勉手当

区　　分

職員給与費比率

千円　

千円

基本給

名張市 301,023 468,104

　　計　　Ｂ

名張市 41.8

423,245

37.5

区　　分 平均年齢

千円 千円

5,548,798

Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円

28年度の総費用に占

77 ▲ 14 (▲15.4％)

消    防 114 114 115 115 116 116 2 (1.8%)

　　　　年度
部門別

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
過去5年間の
増減数（率）

一般行政 360 353 330 331 ▲ 29 (▲8.1％)

855 ▲ 10 (▲1.2％)

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

人

8,165

％

△ 60,962

29年度

　　　　　　Ａ

43.9

平均月収額

45.0

普通会計計 565 552 533 524 524 524 ▲ 41 (▲7.3％)

公営企業等会計計 300 312 321

総費用

331 31 (10.3%)

総費用に占める

％

336 331

－事業者 －

326

（参考）市町村平均

（政令指定都市を除く）

一人当たり給与費

千円

6,890

職員数 一人当たり
給与費 　　B/A

570,599 1,413,587

事業者 － －

総 合 計 865 864 854 842 850

教    育 91 85 82 78 78

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

1,008,302

職員手当

三重県 40.9 537,526 1,321,276

市町村平均

三重県 555,357

市町村平均 39.3 292,417 467,031

318
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事務職員

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当　

千円 千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　・役職加算　　　　5～15% 　　　・役職加算　　　　5～20%

　　　・管理職加算　 15～25%

イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）　

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　対象者は、全職種です。

ウ　地域手当（平成３０年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

区　　分 平均年齢

１人当たり平均支給額（29年度）

平均月収額

2.60 1.80

42.1 346,458名張市

2（48）

支給実績（平成29年度決算）

37 ―

3医師以外 242

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 71.8

基本給

千円

支給率

531,208

16

円

支給対象職員数 一般行政職の制度

1,547

214,160

支給実績（平成29年度決算） 60,822

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給対象地域

1,480,673

346,478

医師

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

3

1,403

2.60 1.715

1.45 0.85

市町村（政令指定都市を除く）平均

4,757 千円

三重県 45.3 372,564 594,474

市町村平均 42.9 324,084 497,283

事業者 －

2,994 千円

市町村（政令指定都市を除く）平均

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

－

三重県名張市

名張市

自己都合 勧奨・定年

19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

1,686

手当の種類（手当数）
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支給単価勤務内容種別 手当の名称

1回　5,000円

1回　400円

1回　1,200円

解剖業務 １　病院で勤務する職員が解剖に従事したとき。 1体　1,600円

放射線照射業務 １　放射線を照射する業務に従事したとき。 日額　300円

病理検査業務 １　病理検査業務に従事したとき。 日額　300円

手術室業務 １　看護師が手術室に勤務したとき。

死体処理業務
１　病院で勤務する職員が死体の処理に従事したと
  き。

夜間看護業務（実
務研修含む）

１　病院及び介護老人保健施設で深夜に看護業務に
  従事したとき。４時間以上 1回　4,500円

１　病院及び介護老人保健施設で深夜に看護業務に
  従事したとき。２時間以上４時間未満 1回　4,000円

１　病院及び介護老人保健施設で深夜に看護業務に
  従事したとき。２時間未満 1回　3,000円

２　前項の手当を１月に合計１１回以上受けるとき 1回　3,000円
（支給は、月１回に限
る。）

緊急呼出手当

１　正規の勤務時間外に、医療職給料表（１）の
　適用を受ける職員が、緊急対応のため呼出され、
　手術、検査等に従事したとき。

1回　5,000円

１　正規の勤務時間外に、医療職給料表（２）及び
　（３）の適用を受ける職員が、緊急対応のため呼
　出され、手術、検査等に従事したとき。

1回　3,000円

管理職員緊急業務
手当

１　医療職給料表の適用を受ける管理職員が正規の
  勤務時間外に緊急対応のため手術、検査等に従事
　したとき。

救急輪番業務

１　医療職給料表（１）の適用を受ける管理職員が
　救急輪番日の１７時１５分から翌日の８時４５分
　まで救急業務を命じられ、従事したとき。

1回　120,000円

２　医療職給料表（１）の適用を受ける管理職員が
　名張市の休日を定める条例（平成元年条例第１号）
　による休日である救急輪番日の８時３０分から１
　７時１５分まで救急業務を命じられ、従事したと
　き。

1回　70,000円

３　医療職給料表（２）及び（３）の適用を受ける
　管理職員が救急輪番日の１７時１５分から翌日の
　８時４５分まで救急業務を命じられ、従事したと
  き。

1回　18,000円

４　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が救急
　輪番日の１７時１５分から翌日の８時４５分まで
　救急業務を命じられ、従事したとき。

1回　85,000円
（管理職員には適用し
ない。）

５　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が名張
　市の休日を定める条例による休日である救急輪番
  日の８時３０分から１７時１５分まで救急業務を
  命じられ、従事したとき。

1回　40,000円
（管理職員には適用し
ない。）

６　医療職給料表（２）の適用を受ける職員が救急
  輪番日の１７時１５分から翌日の８時４５分まで
  救急業務を命じられ、従事したとき。

1回　3,000円
（管理職員には適用し
ない。）

救急輪番患者診察
手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が救急
　輪番日に救急業務を命じられ、従事した際に患者
　を診察したとき。診察した患者に入院を指示し場
　合

1回　6,000円
（小児科の医師の場合
にあっては、8,000円）

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が救急
　輪番日に救急業務を命じられ、従事した際に患者
　を診察したとき。それ以外の場合

1回　4,000円
（小児科の医師の場合
にあっては、8,000円）

1回　500円
（小児発達支援外来の
場合にあっては、2,500
円）

２　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が外来
　において再診患者を診察したとき（救急輪番患者
　診察手当を受ける場合を除く。）。

1回　300円
（小児発達支援外来の
場合にあっては、1,700
円）

病院手当

日額　300円

人工透析業務
１　人工透析業務に従事及び看護師が人工透析室に
  勤務したとき。 日額　300円

救急出動業務 １　救急車で患者を他病院に搬送した職員

外来患者診察手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が外来
　において初診患者を診察したとき（救急輪番患者
　診察手当を受ける場合を除く。）。
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種別 手当の名称 勤務内容 支給単価

入院患者担当手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が入院
　患者を主治医として担当したとき。

延べ担当患者１人
600円
（小児科の医師の場合
にあっては、1,500円）

手術業務手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が手術
　に従事したとき。学卒後６年以上の医師

1回
当該手術に係る診療報
酬の額（1点の単価10円
とし、診療報酬の算定
方法（平成20年厚生労
働省告示59号）別表第1
に定める点数を乗じて
得た額をいう。）に100
分の5（内視鏡に係る手
術の場合にあっては、
100分の20）を乗じて得
た額を当該手術に従事
した医師（学卒後6年未
満の医師を除く。）の
人数で除して得た額（1
円未満の端数が生じた
ときは、これを切り捨
てる。）

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が手術
　に従事したとき。学卒後３年以上６年未満の医師 1回　1,000円

麻酔業務手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が専ら
　麻酔業務に従事したとき。全身麻酔 1回　15,000円

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が専ら
　麻酔業務に従事したとき。その他の麻酔 1回　10,000円

訪問診療業務手当
１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が患者
　の居宅において診療に従事したとき。 1回　2,000円

画像診断業務手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が専ら
　読影業務に従事したとき。コンピュータ断層撮影
　（ＣＴ撮影）

1回　700円

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が専ら
　読影業務に従事したとき。磁気共鳴コンピュータ
　断層撮影（ＭＲＩ撮影）

1回　1,000円

研修医指導手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が臨床
　研修医（医師法（昭和23年法律第201号）第16条
　の2第1項の規定による臨床研修を受けている医師
　をいう。）の指導に従事したとき。指導医養成講
　習会終了者

日額　500円

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が臨床
　研修医（医師法（昭和23年法律第201号）第16条
　の2第1項の規定による臨床研修を受けている医師
　をいう。）の指導に従事したとき。その他の医師

日額　300円

公衆衛生活動手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が、他
　団体等の依頼に基づき健康診断、健康相談、予防
　接種、医療指導等に従事したとき（当該他団体等
　から報酬等（報酬その他いかなる名称であるかを
　問わず、当該健康診断、健康相談、予防接種、医
　療指導等の業務の対償として受けるすべてのもの
　をいう。）が支払われていない場合に限る。）。

日額　2,000円

講演等講師手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が、他
　団体等の依頼に基づき研修会、講演会等を行った
　とき（当該他団体等から報酬等（報酬その他いか
　なる名称であるかを問わず、当該研修会、講演会
　等の業務の対償として受けるすべてのものをい
　う。）が支払われていない場合に限る。）。

日額　5,000円

介護老人保健施設
入所者担当手当

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が介護
　老人保健施設の入所者を担当したとき。

延べ担当入所者１人
100円

服薬指導業務手当
１　医療職給料表（２）の適用を受ける職員が服薬
　指導業務に従事したとき。 1回　300円

栄養指導業務手当
１　医療職給料表（２）の適用を受ける職員が栄養
　指導業務に従事したとき。 1回　200円

１　院長

医師職務手当

病院手当

月額　200,000円

２　副院長 月額　100,000円

３　診療部長 月額　70,000円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

　  　　総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成３０年４月１日）

円

円

円

円

円

円

配偶者 6,500円

の異同

手　当　名
一般行政職
の制度と異
なる内容

136,5583,551

一般行

22,670

内容及び支給単価

24,966

支給実績

同

108,990

管理又は監督の職にある職員に月額36,000円～
140,000円を支給

異

管理又は監督の職にある職員が臨時又は緊急の必要性
等を有する業務のため、
　・週休日又は休日に勤務 6,000円～12,000円支給
　・平日深夜0時～5時まで勤務 3,500円～6,000円支給

異

借家・借間を借り受け、月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給（限度額　27,000円）

休日等において正規の勤務時間中に勤務した職員に支
給（勤務1時間あたりの給与額×135/100×時間数）

674,757

同

ア交通機関（電車・バスなど）利用者

千円

平均支給年額

千円

支給職員

１人当たり

263,236

千円

81,605

千円

同扶養手当

医療職等の
支給単価

政職の

同

職員１人当たり平均支給年額(平成28年度決算）

円

上記以外の扶養親族

休日勤務手当

夜間勤務手当

医療職等の
支給単価

同

　　６か月定期券などの実額
　　　（支給限度額1月あたり　55,000円）

イ交通用具（自動車・バイクなど）利用者

15,268

正規の勤務時間として午後10時から午前5時まで勤務し
た職員に支給（勤務1時間あたりの給与額×25/100×時
間数）

同

　　片道2km以上の場合2,000円～31,600円
　　　（13区分）

千円

子

（29年度決算）

支給実績(平成28年度決算）

661

円
10,000円

27,400 219,202

満16歳以上22歳までの子については5,000円加算

宿日直手当 宿日直勤務を命じられた職員に支給

6,500円

千円

医師研究手当 医師研究業務

１　院長、副院長及び顧問 月額　480,000円

２　学卒後３年以上の医師 月額　180,000円

1回　6,000円

２　医療職給料表（２）及び（３）の適用を受ける
　職員が正規の勤務時間外に、緊急の医療業務に従
　事するために待機を命じられたとき。病院外での
　待機の場合

1回　1,000円

２　医療職給料表（２）及び（３）の適用を受ける
　職員が正規の勤務時間外に、緊急の医療業務に従
　事するために待機を命じられたとき。病院内での
　待機の場合

1回　3,000円

155,898

管理職手当

管理職員特別勤
務手当

通勤手当

住居手当

千円

（29年度決算）

32,206

18,606

制度と

178,922

千円

7,906

支給実績(平成29年度決算） 212,941

職員１人当たり平均支給年額(平成29年度決算） 873

192,820

病院手当

種別 手当の名称 勤務内容 支給単価

待機業務

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が正規
　の勤務時間外に、緊急の医療業務に従事するため
　に待機を命じられたとき。病院外での待機の場合

1回　2,000円

１　医療職給料表（１）の適用を受ける職員が正規
　の勤務時間外に、緊急の医療業務に従事するため
　に待機を命じられたとき。病院内での待機の場合
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円

(２) 水道事業

①　職員給与費の状況

職員給与費 　（参考）

（注）１　資本勘定支弁職員に係る職員給与費40,837千円を含まない。

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。
      ２　職員数は、平成30年３月31日現在の人数です。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与が含まれており、職員数には当該職員を
　　　　　含んでいません。

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成３０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当　

千円 千円 千円

（29年度支給割合） （29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　・役職加算　　　　5～15% 　　　・役職加算　　　　5～20%

　　　・管理職加算　 15～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

千円　　　　　千円

給　 料 職員手当

％

総費用

千円　

区　　分

11,161

三重県

6,306

千円

30,503

名張市

4.6

名張市

千円

2.60 1.715

0.85

千円

6,148

0

１人当たり平均支給額（29年度） １人当たり平均支給額（29年度）

1,782 1,505

341,066

一般行政職
の制度と異
なる内容

千円

19 119,808

4.777,529

単身赴任手当
異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配偶者と
別居して単身で生活する職員に月額30,000円（距離に
応じて加算措置あり）を支給

同

区　　分

期末・勤勉手当

１人当たり平均支給額（29年度）

1,526

40.3

区　　分

29年度

支給実績手　当　名

2.60 1.80

1.45

78,144

千円

321,007 478,680

平均月収額

　　　　　　Ａ

人

事業者

1.45 0.85

　質収支

　　　　千円

Ｂ　

1,671,447 96,598

政職の

平均年齢 基本給

　　計　　Ｂ

29年度

内容及び支給単価

一般行

める職員給与費比率

％

Ａ  

511,425

0

－

三重県 市町村（政令指定都市を除く）平均

　　　　　　Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり
給与費 　　B/A

（参考）市町村平均

（政令指定都市を除く）

44.8 392,209 599,992

市町村平均 44.2

純損益又は実

職員給与費比率 28年度の総費用に占

総費用に占める

千円　

－

１人当たり
制度と （29年度決算） 平均支給年額
の異同 （29年度決算）

支給職員
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イ　退職手当（平成３０年４月１日現在）　

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2%～20%加算）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。
　　　対象者は、全職種です。

ウ　地域手当（平成３０年４月１日現在）

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成29年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

　  　　総職員数（管理職員等制度上時間外勤務手当の支給対象とならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成３０年４月１日）

円

千円

24

支給対象職員数

21 3

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度） 41.9

名張市

1回　500円

支給実績（平成29年度決算）

1,884

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 118,639 円

4（4）

支給実績（平成29年度決算） 2,373

上記以外の扶養親族

1回　500円

手当の種類（手当数）

6,500円

支給実績(平成29年度決算）

支給実績(平成28年度決算） 5,467

手　当　名

支給職員

１人当たり

満16歳以上22歳までの子については5,000円加算

同

日額　400円

1,869

千円

一般行政職の制度

　高所若しくは配水池内等において作業を行った職員又は3,300ボルト以上の電気設備を直
接取り扱いした職員

3

391

勤務内容

千円

支給単価

（29年度決算）
の異同

職員１人当たり平均支給年額(平成29年度決算）

内容及び支給単価

360

職員１人当たり平均支給年額(平成28年度決算）

支給実績

4,685

子

配偶者

8,000円

6,500円

扶養手当

同

1回　500円

209,333

平均支給年額

円

（29年度決算）

  用地交渉、滞納整理、強制執行等通常の業務と比較して困難かつ身体的に著しい危害が
及び又は精神的な苦痛が伴うと想定される業務に従事したと所属長が認めたとき。

　緊急命令を受けて出動し、応急復旧作業に連続して３時間以上直接従事した職員

　勤務時間外に緊急命令を受けて出動し、業務に従事した職員（前号との重複支給は行わ
ない）

233,400住居手当
借家・借間を借り受け、月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員に支給（限度額　27,000円）

千円

市町村（政令指定都市を除く）平均

9,878 千円22,896

33.27075

39.7575 47.709

1,167

一般行
一般行政職
の制度と異
なる内容

政職の
制度と

支給対象地域

名張市

自己都合 勧奨・定年

19.6695 24.586875

28.0395

47.709 47.709
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円

円

円

円

円

円

円778

休日勤務手当
休日等において正規の勤務時間中に勤務した職員に支
給（勤務1時間あたりの給与額×135/100×時間数）

通勤手当 48,613

千円

0宿日直手当

554,000

支給職員

１人当たり
平均支給年額
（29年度決算）

管理職員特別勤
務手当

同

イ交通用具（自動車・バイクなど）利用者

千円 63,446

34,500173

3,324同

千円

管理職手当

同 761

千円

千円

宿日直勤務を命じられた職員に支給 0同

管理又は監督の職にある職員に月額36,000円～60,000
円を支給

管理又は監督の職にある職員が臨時又は緊急の必要性
等を有する業務のため、
　・週休日又は休日に勤務 6,000円～8,500円支給
　・平日深夜0時～5時まで勤務 3,000円～4,300円支給

同

　　片道2km以上の場合2,000円～31,600円
　　　（13区分）

ア交通機関（電車・バスなど）利用者

　　６か月定期券などの実額
　　　（支給限度額1月あたり　55,000円）

千円 0

夜間勤務手当
正規の勤務時間として午後10時から午前5時まで勤務し
た職員に支給（勤務1時間あたりの給与額×25/100×時
間数）

同 0 千円 0

単身赴任手当
異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配偶者と
別居して単身で生活する職員に月額30,000円（距離に
応じて加算措置あり）を支給

同 0

手　当　名 内容及び支給単価

一般行
一般行政職
の制度と異
なる内容

政職の 支給実績
制度と （29年度決算）
の異同
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